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2017年１月より、
国の機関間の
連携から開始し、

2017年７月を目途に、
地方公共団体等との
連携についても開始

総合運用テスト

システム
要件定義・調達

2016年
(H28年)

2013年
(H25年)

2014年
(H26年)

2015年
(H27年)

制度構築

設計

広 報

システム
構築

順次、個人番号の利用開始
【2016年１月から利用する手続のイメージ】
○社会保障分野
・年金に関する相談・照会
○税分野
・申告書、法定調書等への記載
○災害対策分野
・被災者台帳の作成

開発・単体テスト

2017年
(H29年)

工程管理支援業務

番号制度に関する周知・広報

個人番号カードの交付

個人情報
保護

政省令等の整備

別表第一、別表第二の
事務、情報を定める
主務省令の制定
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申告書・法定調書等への法人番号の記載

(10月)

調査研究

個
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番
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通
知
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五
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法

成

立
情報提供ネットワークシステム、
マイナポータルの運用開始

委員
国会同意

委員
国会同意

特定個人情報保護評価書の受付・承認等

委員会規則の制定

委員
国会同意

特定個人情報の取扱いに関する監視・監督

情報提供ネットワークシステム等の監査

特

定

個

人

情

報

保

護

委

員

会

設

置

（
平
成
二
十
六
年
一
月
一
日
）

特定個人情報の取扱い
ガイドラインの策定
（事業者編、行政機関等・
地方公共団体等編）

特定個人情報保護評価
指針の作成

社会保障・税番号制度導入のロードマップ（案）
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日本年金機構におけるマイナンバーの利用等について

日本年金機構については、下図に示すとおり、個人番号の利用及び特定個人情報の照
会及び提供（情報連携）を行わないものとする。

Ｈ25．5．31 Ｈ28．1．1 Ｈ28．11．30
マイナンバー法の施行期日

※附則第１条第４号：（省略）公布の日から起算して３年６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行するものとする
※附則第１条第５号：（省略） 公布の日から起算して４年を超えない範囲内において政令で定める日から施行するものとする

個人番号利用施行日
（附則第１条第４号）

個人番号利用最遅施行
日（附則第１条第４号）

情 報 連 携 施 行 日
（ 附則第 １ 条第 ５ 号 ）

情報連携最遅施行日
（ 附則第 １条第 ５号 ）

公布日から4年

Ｈ29．5．31

個

人

番

号

の

利

用

情
報
提
供
Ｎ
Ｗ
を
使
用
し
た

情

報

連

携

番

号

関

連

四

法

公

布

公布日から3年6月

Ｈ25．5．31 Ｈ29．1 Ｈ29．5．30 Ｈ29．11．30

個人番号の利用停止
H29/5/31までで政令で定める日

情報連携の停止
H29/11/30までで政令で定める日

（参考１）
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医療保険者等が行う番号利用事務

【番号法別表第１に基づく主務省令】（医療保険関係）（平成26年9月10日公布）
○ 被保険者又は被扶養者にかかる申請等の受理、応答などの事務

○ 被保険者証、高齢受給者証、特定疾病療養受領証、限度額適用認定証等に関
する事務

○ 被保険者資格の得喪の確認の請求の受理、応答などの事務

○ 保険給付や付加給付の支給に関する事務

○ 一部負担金の減免に関する事務

○ 任意継続被保険者（特例退職被保険者を含む）の保険料の納付、前納の事務

【番号法の改正】（平成27年9月9日公布）
○ 健康保険組合等の行う特定健康診査情報の管理等における利用

等
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医療保険者等への支援策
支援策 支援内容

番号制度導入手引きの作成と
説明会の実施

○ 医療保険者等が番号制度を理解し、制度対応に向けて必要となる業務やシステム
の変更点を把握し対応ができるように、番号制度導入の手引きを各制度別に作成し
適宜更新作業を実施

○ また、手引きに基づき、医療保険者向けの説明会を全国で開催

■手引きの内容
・番号制度対応のロードマップ
・個人番号を利用する保険事務手続
・情報連携が必要な保険事務手続とその対象情報
・中間サーバーとの接続
・被保険者向けリーフレット（ひな形）の作成

医療保険者等向け
中間サーバーの開発

○ 番号制度では、情報提供ネットワークシステムに接続するために、情報保有機関
は「中間サーバー」（インターフェイスシステムと既存システムとの間で情報連携
対象の特定個人情報の副本の保存管理を行う）の設置が必要

○ 各医療保険者等が中間サーバーを個別に開発することは、コスト面やセキュリ
ティ面で非効率なため、厚生労働省において医療保険者等向け中間サーバーに搭載
するソフトウェアを一括開発して提供

各医療保険者等における既存
システムの改修の補助

○ 番号制度の対応のため、医療保険者等では既存業務システム等の改修が必要。そ
の経費について、厚生労働省が補助を行う。
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番号制度導入手引きの作成と説明会の実施について

名称 実施年月日 対象者 実施内容

第１回医療保険者等における番
号制度導入に関する説明会

平成２６年９月１１日～１０月７日
まで
全国９カ所

協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合、他

番号制度の概要、医療保険者で
の対応等

番号制度導入の手引き（１．０版） 平成２６年１０月公表 協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合

番号制度導入の手引き（１．１版） 平成２６年１１月公表 協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合

番号制度導入の手引き（１．２版） 平成２７年１月公表 協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合

第２回医療保険者等における番
号制度導入に関する説明会

平成２６年１２月１日～１２月１９日
まで
全国９カ所

協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合、既存システ
ムベンダー、他

手引きのポイント、既存システム
の改修のポイント

番号制度導入の手引き（１．３版） 平成２７年３月公表 協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合

番号制度導入の手引き（１．４版） 平成２７年７月公表 協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合

第３回医療保険者等における番
号制度導入に関する説明会

平成２７年７月２７日～８月１０日
まで
全国５カ所

協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合、既存システ
ムベンダー、他

更新後の手引きのポイント、番号
利用開始に向けた課題等

番号制度導入の手引き（１．５版） 平成２８年１月公表予定 協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合

第４回医療保険者等における番
号制度導入に関する説明会

平成２８年１月頃（予定） 協会けんぽ、健保組合、国保組合、
後期高齢者広域連合、既存システ
ムベンダー、他

（参考２）
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地方公共団体システム機構

【住基ネット】

情報提供ネットワーク（コアシステム）

個人

利用機関Ａ 利用機関Ｃ利用機関Ｂ

情報の照会に対し提供を許可し
符号同士を紐づける仕組み

符号Ａ

番号制度のインフラによる情報連携の仕組み

符号Ｂ

利用機関Ｄ

符号Ｃ 符号Ｄ

マイナンバー

市町村が付番

マイナンバー

住民票コード

マイナンバー

符号Ａ 符号Ｂ 符号Ｃ 符号Ｄ

マイナンバー マイナンバー マイナンバー

個人情報 個人情報 個人情報 個人情報

○ 番号制度のインフラでは、番号の利用機関同士の情報連携（情報照会と情報提供）を行う場合、マイナンバーを直
接用いず、各機関ごとにマイナンバーに対応して振り出された機関別符号を利用する。これにより、マイナンバーで
芋づる式に情報が漏えいすることを防止する仕組みとしている。

申請等

各利用機関は、住基ネットに接続し、
利用する各マイナンバーに対応した、
利用機関ごとに異なる符号を取得

○ 医療保険者の行う、情報連携の主な事務は次のとおり
・ 健康保険組合から市町村国保に資格変更（異動）した場合に、市町村からの情報照会を受けて、健康保険組合

の資格喪失の情報を情報提供ネットワークシステムを利用して提供
・ 被扶養者の届出において、市町村から住民票関係情報（世帯に関する情報）、地方税関係情報を情報提供ネッ

トワークシステムを利用して取得することで、住民票・所得証明書の添付を省略

例：Ａ市 例：日本年金機構例：Ｂ町 例：雇用保険(ハローワーク)
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地方公共団体システム機構
【住基ネット】

個人
マイナンバー

市町村が付番

マイナンバー住民票コード

○ 個人番号制度の施行に伴い、保険者は住
基ネットに接続して符号を取得し、情報提
供ネットワークへの接続が必要。

→ 保険者が個別に接続するとコスト大

※ 被保険者が異動するつど住基ネットに接続
して符号を取得し、保険者ごとに住基接続の
固定費や体制確保が必要。

各機関は住基ネットに接続し、
利用するマイナンバーに対
応した機関ごとに異なる符号
を取得

マイナンバー符号 個人情報

社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険中央会

健保組合

マイナンバー

個人情報

被保険者番号

被保険者番号
協会けんぽ

マイナンバー

個人情報

被保険者番号
国保組合

マイナンバー

個人情報

被保険者番号

後期広域

マイナンバー

個人情報

被保険者番号

… … …

医療保険

※被保険者番号は、被保険者証記号・番号が個人毎に付与されている場合は記号・番号を、世帯毎等で同一の場合は記号・番号に枝番等を
付番して利用。

既存のネットワーク

※情報ネットワークとの接続(符号取得)は便宜上、支払基金が行う

情報提供ネットワークシステム
情報の照会に対し提供を許可し、符号同士を紐づけ

符号 符号符号符号符号符号 符号

マイナンバー

個人情報

年金

マイナンバー

個人情報

地方税・福祉・生活
保護・介護保険等

マイナンバー

個人情報

労災・雇用保険

…

符号 符号 符号

個人ごとの医療保険の加入履
歴の管理・提供機能

医療保険者の接続・符号の
取得を集約化
（支払基金・国保連と保険者との間は
既存のネットワークを活用）

保険者事務の支払基金・国保連への共同委託(情報提供ネットワークへの接続の集約化)

○ 支払基金と国保連が保険者の委託を受け、住基ネットと情報提供
ネットワークに一元的に接続し、保険者の負担を軽減。

○ あわせて、医療保険の加入履歴の管理・提供機能により、保険者
間での情報連携を効率化。

※ 国保の資格取得申請時の資格証明書の添付省略等

→ 保険者が保険給付、保険料徴収等に関する情報の収集、利用等に
関する事務を支払基金又は国保連に共同して委託できることとする
等の法律改正を行う（平成27年5月成立・公布。平成28年4月施行）

（※）持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律
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